
　（総則）

　（業務の予定量）

戸
㎥
㎥

　 汚水管渠建設改良事業 千円
　 雨水管渠建設改良事業 千円
　 ポンプ場建設改良事業 千円
　 処理場建設改良事業 千円

　（収益的収入及び支出）

第 １ 款　 千円
 第１項 千円
 第２項 千円

第 １ 款 千円
 第１項 千円
 第２項 千円
 第３項 千円
 第４項 千円

　（資本的収入及び支出）

　　　収　入
第 １ 款 千円
 第１項 千円
 第２項 千円
 第３項 千円

　　　支　出
第 １ 款 千円
 第１項 千円
 第２項 千円

議案第３８号

　　　令和７年度佐野市下水道事業会計予算

第１条　令和７年度佐野市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
　（１）接 続 戸 数 30,000
　（２）年間総有収水量 9,400,000
　（３）１日平均有収水量 25,753
　（４）主要な建設改良事業の概要

1,239,688
188,323
28,060

1,286,920

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
　　　収  入

下 水 道 事 業 収 益 4,165,494
営 業 収 益 1,769,260
営 業 外 収 益 2,396,234

　　　支　出
下 水 道 事 業 費 用 3,846,877
営 業 費 用 3,616,883
営 業 外 費 用 228,993
特 別 損 失 1
予 備 費 1,000

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本
　的支出額に対し不足する額 1,814,836千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本
　的収支調整額 172,561千円、当年度分損益勘定留保資金 1,102,291千円、減債積立
　金539,984千円で補填するものとする。）。

資 本 的 収 入 2,315,894
企 業 債 1,538,700
負 担 金 等 200,049
補 助 金 577,145

資 本 的 支 出 4,130,730
建 設 改 良 費 2,770,091
企 業 債 償 還 金 1,360,639
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(単位：千円)

　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
　（１）職員給与費

　（他会計からの補助金）
第10条　下水道事業の財政の健全化を図るため、一般会計からこの会計へ負担を受ける金額

　は、1,184,921千円及び補助を受ける金額は、609,879千円である。

　　令和７年２月１４日提出

佐野市長  金　子　　裕

　（債務負担行為）
第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　項 期　　間 限　度　額

佐野市水処理センター5-2系水処理設備
増設工事業務委託

令和７年度から
令和８年度まで

 1,280,000 

　（企業債）
第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法

第７条　一時借入金の限度額は、1,000,000千円と定める。

　（１）営業費用
　（２）営業外費用
　（３）特別損失

第９条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費

　の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの

192,851千円

下水道事業 1,538,700千円
普通貸借
又は

証券発行

　　5.0％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金について
利率見直しを行っ
た後においては当
該利率の見直し後
の利率）

政府資金の融資条件又
は銀行その他の協定に
よる。ただし、企業財
政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮
し、もしくは繰上償還
又は低利に借り換えす
ることができる。
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予 算 に 関 す る 説 明 書



　収　　入

目 予　定　額 備　　　　考

1 下 水 道 4,165,494 

事 業 収 益 1 1,769,260 

1 下水道使用料 1,266,650 下水道使用料

2 他会計負担金 501,668 雨水処理負担金

3 受託工事収益 2 管路移設等の受託工事収益

4 その他営業収益 940 手数料

2 2,396,234 

1 他会計負担金 558,930 一般会計からの負担金

2 他会計補助金 609,879 一般会計からの補助金

3 消費税及び

　地方消費税還付金

4 長期前受金戻入 1,086,619 
資産の取得に充てた補助金等について減価償却費に
対応し当年度の収益とするもの

5 雑収益 3,530 その他雑収益

　支　　出

目 予　定　額 備　　　　考

1 下 水 道 3,846,877 

事 業 費 用 1 3,616,883 

1 汚水管渠費 340,146 汚水管渠等の維持管理に要する費用

2 ポンプ場費 78,680 汚水中継ポンプ場の維持管理に要する費用

3 処理場費 799,094 処理場施設の維持管理に要する費用

4 受託工事費 2 管路移設等の受託工事に要する費用

5 普及指導費 15,922 水洗化普及促進対策に要する費用

6 業務費 54,218 下水道使用料徴収業務に要する費用

7 総係費 109,211 事業活動全般に要する費用

8 減価償却費 2,080,261 
有形固定資産：2,039,647
無形固定資産：40,614

9 資産減耗費 138,649 固定資産除却費

10 その他営業費用 700 雑支出

2

1 支払利息及び

　企業債取扱諸費

2 雑支出 1 

3 1 

1 その他特別損失 1 

4 1,000 

1 予備費 1,000 

令和７年度 佐野市下水道事業会計予算実施計画

　（収益的収入及び支出）

款 項

営 業 収 益

営 業 外

収 益

款 項

営 業 費 用

営 業 外

費 用

特 別 損 失

予 備 費

（単位：千円）

137,276 消費税及び地方消費税還付金

（単位：千円）

228,993 

228,992 
企業債利息：226,992　
一時借入金利息：2,000
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　収　　入

目 予　定　額 備　　　　考

1 資 本 的

収 入

1 1,538,700 

1 企業債 1,538,700 建設改良費等へ充てるための企業債

2 200,049 

1 他会計負担金 124,323 一般会計からの負担金

2 受益者負担金 75,726 下水道事業に係る受益者負担金

3 577,145 

1 国庫補助金 577,145 建設改良費等へ充てるための国庫補助金

　支　　出

目 予　定　額 備　　　　考

1 資 本 的

支 出

1

1 汚水管渠建設改良費 1,239,688 汚水管渠建設改良事業に要する費用

2 雨水管渠建設改良費 188,323 雨水管渠建設改良事業に要する費用

3 ポンプ場建設改良費 28,060 ポンプ場建設改良事業に要する費用

4 処理場建設改良費 1,286,920 処理場建設改良事業に要する費用

5 下水道資源化工場

　建設費負担金

6 固定資産購入費 8,600 有形固定資産購入

2

1 企業債償還金 1,360,639 企業債償還元金

（資本的収入及び支出）

款 項

企 業 債

負 担 金 等

補 助 金

款 項

建設改良費

企 業 債

償 還 金

（単位：千円）

2,315,894 

（単位：千円）

4,130,730 

2,770,091 

18,500 

1,360,639 
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(単位：千円)

　　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△は純損失） 146,056

減価償却費 2,080,261

固定資産除却費 108,649

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 64

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,492

長期前受金戻入 △ 1,086,619

支払利息及び企業債取扱諸費 228,992

未収金の増減額（△は増加） △ 15,535

未払金の増減額（△は減少） 61,125

小計 1,524,357

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 228,992

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,295,365

　　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,514,881

無形固定資産の取得による支出 △ 16,818

補助金及び負担金による収入 707,808

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,823,891

　　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

1,538,700

△ 1,360,639

財務活動によるキャッシュ・フロー 178,061

　　　資金増加額（又は減少額） △ 350,465
　　　資金期首残高 1,367,903
　　　資金期末残高 1,017,438

令和７年度 佐野市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
　(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債の償還による支出

税抜
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１．総括

特別職 一般職 報酬

(2)

0 23 0

(2)

0 22 0

(0)

0 1 0

手当

の

内訳

給   与   費   明   細   書

（単位：千円）

職員数(人) 給　　　　与　　　　費 法  定 退職手当

給　料 手　当 計 福利費 負 担 金

90,745 59,864 150,609 29,084 13,158 192,851

85,461 53,699 139,160 27,705 13,494 180,359

5,284 6,165 11,449 1,379 △ 336 12,492

※ (　)内は、短時間勤務職員数外書き。

※ 手当には賞与引当金繰入額を、法定福利費には法定福利費繰入額を含む。

時 間 外 休　　日
勤務手当 勤務手当

本年度 3,714 1,251 1,891 10,975 0 1,509

前年度 2,994 918 1,319 12,580 0 1,575

比　較 720 333 572 △ 1,605 0 △ 66

本年度 1,746 15,980 13,199 9,599 59,864

前年度 0 14,371 11,853 8,089 53,699

比　較 1,746 1,609 1,346 1,510 6,165

区分 合　計

本年度

前年度

比　較

区分 扶養手当 住居手当 管理職手当 通勤手当

区分 地域手当 期末手当 勤勉手当
賞与引当金
繰  入  額

計
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 (1)　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報酬
(0)

0 23 0

(0)

0 22 0

(0)

0 1 0

手当

の

内訳

 (2)　会計年度任用職員

特別職 一般職 報酬
(2)

0 0 0

(2)

0 0 0

(0)

0 0 0

手当

の

内訳

（単位：千円）

職員数(人) 給　　　　与　　　　費 法  定 退職手当

給　料 手　当 計 福利費 負 担 金

86,166 58,014 144,180 27,861 13,158 185,199

81,525 52,046 133,571 26,703 13,494 173,768

4,641 5,968 10,609 1,158 △ 336 11,431

時 間 外 休　　日
勤務手当 勤務手当

本年度 3,714 1,251 1,891 10,975 0 1,415

前年度 2,994 918 1,319 12,580 0 1,399

比　較 720 333 572 △ 1,605 0 16

本年度 1,746 15,026 12,397 9,599 58,014

前年度 0 13,567 11,180 8,089 52,046

比　較 1,746 1,459 1,217 1,510 5,968

（単位：千円）

職員数(人) 給　　　　与　　　　費 法  定 退職手当

給　料 手　当 計 福利費 負 担 金

4,579 1,850 6,429 1,223 0 7,652

3,936 1,653 5,589 1,002 0 6,591

643 197 840 221 0 1,061

時 間 外 休　　日
勤務手当 勤務手当

本年度 0 0 0 0 0 94

前年度 0 0 0 0 0 176

比　較 0 0 0 0 0 △ 82

本年度 0 954 802 0 1,850

前年度 0 804 673 0 1,653

比　較 0 150 129 0 197

区分 合　計

本年度

前年度

比　較

区分 扶養手当 住居手当 管理職手当 通勤手当

区分 地域手当 期末手当 勤勉手当
賞与引当金
繰  入  額

計

区分 合　計

本年度

前年度

比　較

区分 扶養手当 住居手当 管理職手当 通勤手当

区分 地域手当 期末手当 勤勉手当
賞与引当金
繰  入  額

計
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増減額

千円

給料表の改定

異動等による増減分 職員数の異動状況

千円

扶養手当

期末手当

勤勉手当

5,968

増減分

２．給料及び手当の増減額の明細(会計年度任用職員以外の職員)

区  分 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　明 備      考

千円 千円

給与改定に伴う

増減分 3,009

昇給に伴う

増加分 893

その他の

増減分 739 739 本年度 22人 - 22人

千円 千円

284 手当額の改定による増減

971
給料の増額に伴う増、
支給月数0.05月分引上げ

861
給料の増額に伴う増、
支給月数0.05月分引上げ

地域手当 1,746
支給地域及び支給割合の
見直しによる増

扶養手当 436

住居手当 333

手当 管理職手当 572

その他の 時間外勤務手当 △ 1,605

休日勤務手当 0

通勤手当 16

期末手当 488

勤勉手当 356

賞与引当金繰入額 1,510

３．給料及び手当の状況

(1)職員１人当たり給与

区　　　　　　　　分 行　政　職 技能労務職

平均給料月額(円) 297,136 -

令和７年１月１日現在 平均給与月額(円) 334,360 -

平均年齢(歳) 38.81 -

平均給料月額(円) 307,900 -

令和６年１月１日現在 平均給与月額(円) 352,099 -

平均年齢(歳) 41.27 -

(2)初任給 （単位：円）

一般会計の制度

行　政　職 技能労務職

高　校　卒 188,000 188,000

短　大　卒 204,400 204,400

大　学　卒 220,000 220,000

制度改正に
伴う増減分

3,862

区　分 行　政　職 技能労務職

171,200 171,200

給料 4,641

2,106
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(3)級別職員数

( ) )

( ) )

( ) )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( - ) ( - )

( ) )

( ) )

( ) )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( - ) ( - )

(級別の基準となる職務）

(4)期末手当・勤勉手当

行　政　職 技能労務職
級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

(
0 0.0

(
1 4.8

(
2 9.5

(
2 9.5

(
令和７年１月１日現在 2 9.5

(
5 23.8

(
5 23.8

(
4 19.1

(
21 100.0 - -

(
0 0.0

(
1 4.5

(
1 4.5

(
3 13.7

(
令和６年１月１日現在 3 13.7

(
6 27.3

(
6 27.3

(
2 9.0

(
22 100.0 - -

※(　)内は、短時間勤務職員数及び構成比外書き

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級

主事補 主　任 参　事
行 政 職 主　事 主　査 主　査 副主幹 主　幹 参　与

技師補 技　師 副参事

支 給 期 別 支 給 率 支給率計

６月(月分) １２月(月分) (月分)

本 年 度 2.250 2.350 4.60 有

前 年 度 2.250 2.250 4.50 有

一般会計の制度 2.250 2.350 4.60 有

区　　　　分

８級

７級

６級

５級 ５級

４級 ４級

３級 ３級

２級 ２級

１級 １級

計 計

８級

７級

６級

５級 ５級

４級 ４級

３級 ３級

２級 ２級

１級 １級

計 計

区　　分
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　考
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(5)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

(月分) (月分) (月分) (月分） 加 算 措 置 等

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

(6)地域手当

一般会計 下水道事業会計

４(２) ４(２)

８８１ ２３

４(２) ４(２)

 ※（　）内は、経過措置による令和７年度の支給率

(7)その他の手当

支  給  率  等

一般会計の制度

区　　　　分

 支　給　率(％)

 支給対象職員数(人)

 国の指定基準に基づく支給率(％)

区　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 一般会計と同じ な　　し

住 居 手 当 〃 〃

通 勤 手 当 〃 〃

区　　分 備　考
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債務負担行為に関する調書

期　間 金　額 期　間 金　額 補 助 金 企 業 債 営業収益
損益勘定

留保資金等

佐野市水処理センター
等包括的維持管理業務
委託

2,255,000
令和５年度
から

426,728
令和１０年
度まで

1,828,272 0 0 1,828,272 0

佐野市水処理センター
5-2系水処理設備
増設工事業務委託

1,280,000 ― 0
令和８年度
まで

1,280,000 499,400 716,600 0 64,000

(単位：千円）

前年度末までの
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

事　　項 限度額

－
 
3
2
 
－



(単位：円)

617,227,326

1,894,096,177

△ 369,384,295 1,524,711,882

56,228,054,684

△ 9,591,015,704 46,637,038,980

6,143,574,257

△ 3,300,088,177 2,843,486,080

2,693,614

△ 1,502,382 1,191,232

20,275,359

△ 3,269,085 17,006,274

573,010,000

52,213,671,774

147,967,195

2,882,000

376,000

151,225,195

52,364,896,969

1,017,438,864

180,801,418

　 　貸倒引当金 △ 12,167,897 168,633,521

1,186,072,385

53,550,969,354

令和７年度　佐野市下水道事業予定貸借対照表

(令和8年3月31日)

資　　産　　の　　部

1　固　定　資　産

 (1) 有形固定資産

 　イ 土地

 　ロ 建物

　　  減価償却累計額

 　ハ 構築物

 　　 減価償却累計額

 　ニ 機械及び装置

 　　 減価償却累計額

 　ホ 車両運搬具

 　　 減価償却累計額

 　ヘ 工具器具及び備品

 　　 減価償却累計額

 　ト 建設仮勘定

 　　有形固定資産合計

 (2) 無形固定資産

 　イ 施設利用権

 　ロ 電話加入権

 　ハ その他無形固定資産

　　 無形固定資産合計

　　 固定資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,432,689,431

2　流　動　資　産

 (1) 現金預金

 (2) 未収金

　　 流動資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 672,886,084

　　 資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14,105,575,515

税抜
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(単位：円)

15,789,235,494
15,789,235,494

15,789,235,494

1,342,509,336
1,342,509,336

480,171,000

15,034,000
15,034,000

2,500,000

1,840,214,336

30,613,905,466
　　 長期前受金収益化累計額 △ 7,450,921,692

23,162,983,774

40,792,433,604

11,015,482,570

24,030,803
246,559,429

270,590,232

294,405,948
0
0

1,178,057,000
146,056,000

1,032,001,000

1,472,462,948

1,743,053,180

12,758,535,750

53,550,969,354

負　　債　　の　　部

3　固　定　負　債

 (1) 企業債
　　イ  建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

 　　企業債合計
　 　固定負債合計

4　流　動　負　債

 (1) 企業債
　　イ  建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

 　　企業債合計
 (2) 未払金
 (3) 引当金
 　イ　賞与引当金
　 　引当金合計

 (4) その他流動負債

　　 流動負債合計

5　繰　延　収　益

　　 長期前受金

　　 繰延収益合計

　　 負債合計

資　　本　　の　　部

6　資　本　金

7　剰　余　金

 (1) 資本剰余金

 　イ 受贈財産評価額
　 ロ 補助金

　　 資本剰余金合計　

 (2) 利益剰余金

　 イ 減債積立金
　 ロ 利益積立金
　 ハ 建設改良積立金　
　 ニ 当年度未処分利益剰余金　

うち当年度未処分利益剰余金　

うちその他未処分利益剰余金変動額

　　 利益剰余金合計

　　 剰余金合計

　　 資本合計

　　 負債資本合計

税抜
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令和７年度佐野市下水道事業会計予算における注記事項

Ⅰ．重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

　(1)　有形固定資産
　　・減価償却の方法　 定額法(間接法)による。
　　・主な耐用年数

建物 １５～５０年
構築物 ３８～５０年
機械及び装置 　８～２０年
車両運搬具 　４～　５年
工具器具及び備品 　５～１７年

　(2)　無形固定資産
　　・減価償却の方法　 定額法(直接法)による。
　　・主な耐用年数

施設利用権 ２５年

２　引当金の計上方法

　(1)　退職給付引当金

　　　一般会計がその全部を負担することとなっているため退職給付引当金は

　　計上しない。

　(2)　賞与引当金
　　　職員の期末手当及び勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備える
　　ため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計
　　上している。
　(3)　貸倒引当金
　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込
　　額を計上している。
３　キャッシュ・フロー計算書の作成方法
　キャッシュ・フロー計算書については、間接法によって作成している。
４　消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表関連
１　引当金の取崩し
　(1)　貸倒引当金の取崩し
　　令和７年度末において、下水道使用料の不納欠損処分による損失に充てるため、
　貸倒引当金1,189千円を取崩す予定である。
　(2)　賞与引当金の取崩し
　　令和７年６月において、期末手当、勤勉手当及び法定福利費として22,376千円
　を支給予定であるため、賞与引当金13,542千円を取崩す予定である。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

１　リース取引の処理方法
　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた
　会計処理を行うこととされたが、本会計において該当する取引は所有権移転外
　ファイナンス・リース取引のみであるため、次号の特例措置を適用する。
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２　リース会計に係る特例措置
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行
　規則第５５条に規定する特例措置を適用し、通常の賃貸借取引に係る方法に
　準じた会計処理によっている。
３　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
　未経過リース料相当額（消費税及び地方消費税込み）
　　１年以内 円
　　１年超 円
　　　合計 円

6,639,600
23,608,200
30,247,800

－36－



(単位：円)

1,180,801,000

480,531,000

2,000

861,000 1,662,195,000

280,263,000

59,692,000

745,808,000

0

15,531,000

47,158,000

107,051,000

2,169,260,000

117,545,000

636,000 3,542,944,000

1,880,749,000

508,484,000

376,391,000

1,115,902,000

2,998,000 2,003,775,000

32,392,000 262,906,000 1,740,869,000

139,880,000

1,000 1,000

909,000 909,000 △ 910,000
△ 140,790,000

     当年度純損失 140,790,000

     利益積立金 140,790,000

     その他未処分利益剰余金変動額 492,017,000

492,017,000

令和６年度　佐野市下水道事業予定損益計算書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

1　営　業　収　益

 (1)　下水道使用料

 (2)　他会計負担金

 (3)　受託工事収益

 (4)　その他の営業収益

2　営　業　費　用

 (1)　汚水管渠費

 (2)　ポンプ場費

 (3)　処理場費　

 (4)　受託工事費　

 (5)　普及指導費　

 (6)　業務費

 (7)　総係費

 (8)　減価償却費

 (9)　資産減耗費

 (10) その他営業費用

　　　営　業　損　失

3　営　業　外　収　益

 (1)　他会計負担金

 (2)　他会計補助金

 (3)　長期前受金戻入

 (4)　雑収益

4　営　業　外　費　用
 (1)  支払利息及び
      企業債取扱諸費

 (2)  雑　支　出

　　  経　常　損　失

5　特　別　損　失

 (1) その他特別損失

6　予　備　費

 (1) 予　備　費

　　 当年度未処分利益剰余金

230,514,000

税抜
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(単位：円)

617,227,326

1,401,464,177

△ 374,330,531 1,027,133,646

55,002,641,347

△ 7,964,318,104 47,038,323,243

5,793,590,789

△ 2,998,063,476 2,795,527,313

2,736,765

△ 1,178,239 1,558,526

12,457,359

△ 2,358,639 10,098,720

357,218,000

51,847,086,774

171,763,195

2,882,000

376,000

175,021,195

52,022,107,969

1,367,903,863

165,266,927

　 　貸倒引当金 △ 12,232,457 153,034,470

1,520,938,333

53,543,046,302

令和６年度　佐野市下水道事業予定貸借対照表

(令和7年3月31日)

資　　産　　の　　部

1　固　定　資　産

 (1) 有形固定資産

 　イ 土地

 　ロ 建物

　　  減価償却累計額

 　ハ 構築物

 　　 減価償却累計額

 　ニ 機械及び装置

 　　 減価償却累計額

 　ホ 車両運搬具

 　　 減価償却累計額

 　ヘ 工具器具及び備品

 　　 減価償却累計額

 　ト 建設仮勘定

 　　有形固定資産合計

 (2) 無形固定資産

 　イ 施設利用権

 　ロ 電話加入権

 　ハ その他無形固定資産

　　 無形固定資産合計

　　 固定資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,432,689,431

2　流　動　資　産

 (1) 現金預金

 (2) 未収金

　　 流動資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 672,886,084

　　 資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14,105,575,515

税抜

－38－



(単位：円)

15,593,044,830
15,593,044,830

15,593,044,830

1,360,637,948
1,360,637,948

419,046,000

13,542,000
13,542,000

2,500,000

1,795,725,948

30,030,511,809
　　 長期前受金収益化累計額 △ 6,488,716,035

23,541,795,774

40,930,566,552

11,015,482,570

24,030,803
246,559,429

270,590,232

834,389,948
0
0

492,017,000
0

492,017,000

1,326,406,948

1,596,997,180

12,612,479,750

53,543,046,302

負　　債　　の　　部

3　固　定　負　債

 (1) 企業債
　　イ  建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

 　　企業債合計
　 　固定負債合計

4　流　動　負　債

 (1) 企業債
　　イ  建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

 　　企業債合計
 (2) 未払金
 (3) 引当金
 　イ　賞与引当金
　 　引当金合計

 (4) その他流動負債

　　 流動負債合計

5　繰　延　収　益

　　 長期前受金

　　 繰延収益合計

　　 負債合計

資　　本　　の　　部

6　資　本　金

7　剰　余　金

 (1) 資本剰余金

 　イ 受贈財産評価額
　 ロ 補助金

　　 資本剰余金合計　

 (2) 利益剰余金

　 イ 減債積立金
　 ロ 利益積立金
　 ハ 建設改良積立金　
　 ニ 当年度未処分利益剰余金　

うち当年度未処分利益剰余金　

うちその他未処分利益剰余金変動額

　　 利益剰余金合計

　　 剰余金合計

　　 資本合計

　　 負債資本合計

税抜
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令和６年度佐野市下水道事業会計予算における注記事項

Ⅰ．重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

　(1)　有形固定資産
　　・減価償却の方法　 定額法(間接法)による。
　　・主な耐用年数

建物 １５～５０年
構築物 ３８～５０年
機械及び装置 　８～２０年
車両運搬具 　４～　５年
工具器具及び備品 　５～１７年

　(2)　無形固定資産
　　・減価償却の方法　 定額法(直接法)による。
　　・主な耐用年数

施設利用権 ２５年

２　引当金の計上方法

　(1)　退職給付引当金

　　　一般会計がその全部を負担することとなっているため退職給付引当金は

　　計上しない。

　(2)　賞与引当金
　　　職員の期末手当及び勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備える
　　ため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計
　　上している。
　(3)　貸倒引当金
　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込
　　額を計上している。
３　キャッシュ・フロー計算書の作成方法
　キャッシュ・フロー計算書については、間接法によって作成している。
４　消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表関連
１　引当金の取崩し
　(1)　貸倒引当金の取崩し
　　令和６年度末において、下水道使用料の不納欠損処分による損失に充てるため、
　貸倒引当金1,226千円を取崩す予定である。
　(2)　賞与引当金の取崩し
　　令和６年６月において、期末手当、勤勉手当及び法定福利費として17,722千円を

　支給したため、賞与引当金12,931千円を取崩した。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

１　リース取引の処理方法
　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた
　会計処理を行うこととされたが、本会計において該当する取引は所有権移転外
　ファイナンス・リース取引のみであるため、次号の特例措置を適用する。

－40－



２　リース会計に係る特例措置
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行
　規則第５５条に規定する特例措置を適用し、通常の賃貸借取引に係る方法に
　準じた会計処理によっている。
３　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
　未経過リース料相当額（消費税及び地方消費税込み）
　　１年以内 円
　　１年超 円
　　　合計 円

995,610
0

995,610
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（資本的収支）

減価償却費

長期前受金戻入

補 填 財 源 明 細 書

(令和7年4月1日から令和8年3月31日）

(単位：円)

令和７年度

財　源 補　填　額 残　額

　過年度分 0 0 0

　当年度分 1,102,291,000 1,102,291,000 0

 減債積立金 834,389,948 539,984,000 294,405,948

 消費税及び地方消費税
 資本的収支調整額

172,561,000 172,561,000 0

計 2,109,241,948 1,814,836,000 294,405,948

【 備 考 】

当年度分損益勘定留保資金
令和７年度
　消費税及び地方消費税　資本的収支調整額

2,080,261,000
資本的支出のうち
仮払消費税及び地方消費税 241,947,000

△ 1,086,619,000 ４条特定収入影響額 △ 69,386,000

資産減耗費 108,649,000 172,561,000

1,102,291,000

区　　分

損益勘定留保資金
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